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[論文要旨1
フランス競争法上の相対的市場力規制である商法典L420-2条第2段落は，当事者聞の市場力
の格差を「経済的従属関係」とみて，その「濫用」を規制する。同条の要件は.["経済的従属関係J.
「濫用J.及び市場効であり. ["代替的解決方法」の要件は.2001年改正により削除された。しか
し改正後も破段院は，同要件による判断枠組みを維持している。
経済的従属関係は，①供給者主導型(販売力濫用型)と，②需要者主導型(購買力濫用型)に
分類される。①，②共に「代替的解決方法」の要件が厳格に解釈された結果，多くの事件で経済
的従属関係が否定された。しかし①の類型の血液製剤の事件では，製品の特殊性に基づき「代替
的解決方法」の不存在が認定された。また②の類型のフランチャイズ条項が厳しい内容に変更さ
れた事件では，新しい条項の確約が「代替的解決方法」の要件を備えるかが詳細に認定された。
相対的市場力規制が成果を挙げるためには，第 lに経済的従属関係の考慮要素を精級化していく
ことであり，第2に，取引条件の「著しい不均衡」を要件とする商法典L442-6条I項2号の規
制が，相対的市場力規制を補完する可能性を検討していくことになろう。
[キー ワー ド] フランス競争法，市場支配力規制，相対的市場力規制，経済的従属関係，濫用規制
はじめに
EU競争法は.経済的に優位に立つ事業者による取引の相手方に対する濫用行為を，市場支配
的地位の濫用として規制しておりフランス競争法も同様に，商法典第2編第E章の L420-2条
第l段落で「支配的地位にある単独の事業者又は事業者集団による搾取的濫用」を禁止し，市場
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支配的地位の濫用規制を行う。しかし 1970年代以降，市場支配力規制では大規模小売事業者に
よる「購買力の濫用」や有力メーカーによる「販売力の濫用Jに対処できないことが明らかとな
り，市場支配的地位に至らない事業者に対しでも規制を拡張すべきとの認識が深まった。認識に
至る背景には，既に 1960年代に相対的市場力規制を導入していたドイツ競争法の影響が指摘さ
れている 20
フランス競争法上の相対的市場力規制は， 1986年 12月1日のオルドナンス 3 (以下「価格・
競争令J)8条 l項第2段落において，主に大規模小売事業者による購買力の濫用規制を目的と
して導入された。 1970年代以降，小売主導型の購買力の規制の必要性が，競争当局，司法及ぴ
立法者に認識されていた。しかし 市場支配的地位の濫用規制は，市場支配的地位に至らない事
業者の濫用行為を規制しえないという限界があった。そこで，取引当事者間の「相対的」な市場
力の優劣に着目し，相対的市場力規制という新しい類型を導入することが要請された。価格・競
争令8条の改正法である商法典 L420-2条第 2段落は，当事者聞の取引上の市場力の格差を「経
済的従属関係」とみて，その濫用行為を規制する。取引当事者間で相対的に優越する市場力の規
制について，市場支配力規制 (L420-2条第 l段落)が主に「市場支配的地位」の要件との関係
で抱える限界を補完する制度として，相対的市場力規制 (L420-2条第 2段落)が導入され，相
対的市場力規制が，市場における競争に与える侵害の要件(競争侵害要件)との関係で抱える限
界を克服するために差別行為規制 (L442・6条 I項 2号)の活用が図られる，という制度相互の
関係を僻服しうる九
このようなフランス競争法の成立過程については先行研究の蓄積があるが規制の実際の運
用状況が報告される機会は比較的少なかったと思われる。そこで要件改正後の 2001年以降の事
例を中心に，競争当局，裁判所の判断枠組みを分析することは，相対的市場力規制の実際の適用
基準を知る上で有用である。さらに日本の優越的地位の濫用規制の適用対象との比較的な考察に
より，優越的地位の濫用規制の機能的な拡大について示唆を得られる可能性がある。
1 TFEUl02条は， ["一又は複数の事業者による，共同体市場又はその実質的(相当)部分における支配的地位
の濫用行為は，それが加盟国間の取引に影響を与えるおそれがある場合，共同市場と両立しないものとして禁
止される。とりわけ，次の各号のーに該当するものは濫用行為に該当するおそれがあるjと規定する。
2 A. Decocq， G.Decocq， Droit de la Concurrence， 5e edition， Lextenso editions， 2012， nO 110， pp. 167-168. 
3 Ordonnance nO 86-1243 du 1 decembre 1986 relative a laliberte des prix et de la concurrence. 
4 拙稿「フランス競争法における相対的市場力規制の導入と展開」明治大学大学院法学研究論集第41号 (2014
年)207頁。ただし， L442-6条I項2号は 2008年改正により.取引条件の「務:しい不均衡」の規制へ大幅に
改正された。
5 フランス競争法の立法過程を分析した文献として，奥島孝康『フランス競争法の形成過程(企業法研究第3巻H
(成文堂， 2001年)，和田聡子 rEUとフランスの競争政策j(NTT出版， 20111F)，山田弘=田中久美子「フ
ランスの競争法について(上)J公正取引 558号(1997年)56頁以下，鳥山恭一 ["NRE一新たな経済の制御
に関する 2001年5月15日の法律第 2001-420号J日仏法学23号 (2004年)261頁以下，馬場文「フランス競
争法における経済的従属関係i監用規制」公正取引 626号 (2002年)45頁以下など。
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まず本稿では，相対的市場力規制である L420・2条第 2段落の適用が問題とされた事例を，経
済的従属関係の濫用を行う主体，徴用される市場力の種類，及び取引分野に着目して分類し，各
類型における適用要件について，審決及び判例により確立された判断枠組みを整理することを試
みる。
その上で¥血液製剤分野における原料の供給者による，製剤加工事業者に対する供給停止の事
件を分析する。同事件は.L420-2条第 2段落の適用が競争当局及ぴ破段院において肯定された
稀少な例であり，同条の各要件につき詳細な事実認定が行われた。同事件の分析により，実際の
適用においていずれの要件が重視され，要件充足にあたりどのような事実が重視されたかを把握
しうる。また同事件は，競争制限効が生じた市場とは異なる市場(上流市場)において有力な事
業者による反競争行為について，相対的市場力規制が有効な規制手段となりうることを判示した
点で重要で、ある。
次に大規模小売事業の分野で，食品小売事業者としてフランス第1位のカルフール杜が，より
厳格なフランチャイズ、規約への変更を行った事件の保全処分及び本案審決を分析する。同事件は
相対的市場力規制が大規模小売事業者の保持する市場力の規制手段として機能することを実証す
る事例として重要である。また同事件は，競争制限行為を解消させる確約手続により終結した事
例であり. 2010年に公表された加盟庖契約に関する競争委員会の基準に基づき審査が行われた。
フランチャイザーによる経済的従属関係濫用の成否に関するフランス競争当局の判断基準の分析
により，我が国のフランチャイズ事案への優越的地位の濫用の適用基準について示唆を得ること
が可能である。
第 1章 相対的市場力規制の適用要件
第1節相対的市場力規制の導入
1 価格・競争令における経済的従属関係の濫用規制の導入
1945年の価格令6に代わる新しい競争法として導入された 1986年の価格・競争令は. EU競
争法が直接規制していない「経済的従属関係の濫用規制」を新たに導入した。すなわち，価格・
競争令8条l項第2段落は 「その事業者に対しである事業者が顧客又は納入業者であるような
経済的能属状態であり，従属状態にある事業者が代替的な解決方法を備えていない場合jの濫用
行為を規制している。
経済的従属関係の濫用規制は，市場支配力に至らない市場力の濫用を規制する点で， ドイツ
GWB20条2項.3項と同様に相対的市場力の規制であり，主に購買力の濫用から中小事業者を
保護することを趣旨とする 7。ただしフランスにおける規制の導入は 1986年であり， ドイツにお
ける 1973年の導入 8から 10年余り遅れた。フランスで中小事業者保護法制として当初採用され
6 Ordonnance nO 45-1483 du 30 juin 1945 relative aux prix. 
7 M. Frison-Roche， M. Payet， Droit de la concurrence， Dalloz， 2006. nO 120. pp. 120-121 
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たのは， 1973年 12月27日の法律9である通称ロワイエ法による，大規模庖舗に対する新規出府
規制であった。ところが大規模小売事業者は既存の中小事業者を買収して庖舗を拡大したため，
市場集中が急速に進み，大規模小売事業者は購買力を背景に納入事業者に対する強大な交渉力を
獲得した。しかし市場支配力規制は，市場における市場支配力を要件とするため，取引当事者間
で相対的に優越する市場力を規律することは困難だ、った。かくして 1980年代には市場支配力規
制の限界が認識され，新しい反競争行為の類型の創設が必要とされたのである。
2 相対的市場力規制導入の背景
相対的市場力規制の導入についての言及は，価格・競争令8条2項が制定される前年の 1985
年3月14日の旧競争委員会の意見 10に見られる。旧競争委員会は，大規模小売事業者の購買力
の集中による支配力の形成を認めた上で，市場支配的地位の概念が適合しないことを指摘した。
i(市場支配力規制の)規定は，市場を考察し地理的に特定することを求める。この規定の要件は.
双務的当事者の他方に対する単なる取引上の支配関係の根拠としては理解され得ない。将来的に
はこのような拘束関係から解放し，司法的な解決手段を与えることが望ましい。…ドイツのよう
に，市場支配的地位を保持することなく市場における重要性に基づき(供給事業者に対する関係
であれ，顧客事業者に対する関係であれ)強制力ある当事者であるような…事業者による行為を
規制することを可能ならしめる。…この変革は立法的な改正によりなされうる」。競争法上，相
対的市場力規制を設けることが要請され，経済的従属関係の規制はドイツ競争法の影響によるこ
とが表明されたといえる 1。
3 経済的従属関係の濫用規制の要件の改正
新たな経済の制御に関する 2001年5月15日の法律 12(以下 iNRE法J)66条は，次のように
商法典L420-2条第2段落を改正している。「競争の機能又は構造に影響を与えることが疑われる
とき，その事業者に対しである事業者が顧客又は納入業者であるような経済的従属状態におけ
る，単独の事業者又は事業者集団による搾取的濫用もまた禁止される。この濫用は，とりわけ販
売拒絶，拘束販売， L442 -6条 Iが対象とする差別的取扱いにおいて成立しうる。J価格・競争
令8条l項第2段落の「市場における競争行為を妨げ，制限し又は歪曲すること」が，商法典
L420-2条第2段落では「競争の機能又は構造に影響を与えることが疑われるとき」に改正された。
改正の趣旨は「市場における競争行為への侵害が存在することの証明を要せずに」規制すること
8 高橋岩手口「優越的地位の濫用と競争法j公正取ヲ1686号 (2007年)17頁，田中裕明『市場支配力のi監用と規
制の法理j(嵯峨野書院， 2001年)63頁， 98頁。
9 Loi nO 73-1193 du 27 decembre 1973 d'orientation du commerce et de l'artisanat. r商業・手工業基本法J.衛
業・手工業大臣の名にちなんで「ロワイエ法jと通称されている。
10 Avis relatif a lasituation des centrales d'achat et de leurs regroupements. rapport de la Commission de la 
concurrence pour 1985. 
1 A. Decocq et G. Decocq， supra note 2， nO 110， pp. 167-168目
12 Loi nO 2001-L420 du 15 mai 2001 relative aux nouvelles regulations economiques. 
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であった 130
また価格・競争令8条l項第2段落の「その事業者に対しである事業者が顧客又は納入業者で
あるような経済的従属状態であり，従属状態にある事業者が代替的な解決方法を備えていない場
合」という規定から，改正後は「代替的な解決方法を備えていない場合jの要件が削除された。
しかしこの改正にかかわらず，競争評議会は.r新しい条文がもはや『代替的な解決方法の不
存在Jを含まないとしても，商法典L420-2条の経済的従属関係には，ある事業者の契約関係に
おいて，購入者，納入事業者いずれの立場においても，技術的又は経済的な解決方法を備えるこ
とが困難な状態が存在しなければならないJ14と判断している。以下第2節で詳述するように，
改正後も「代替的解決方法」の要件が維持されていることが 裁判例及び審決例 15において確
認されている。
第2節商法典L420・2条第2段落の要件
1 経済的従属関係
(1) r代替的な解決方法の不存在Jの要件
判例及び審決では，顧客ないし需要者 (client).供給者 (fournisseur) いずれの立場の事業者
の経済的従属関係についても考慮されている。従属関係の考慮は相対的，個別的であり，他の事
例の従属関係を問題とすることはできないとされる 160 2004年1月7日の破致院判決 17は「経
済的従属関係は『当事者の一方が，その需要者又は供給者が要求する条件で契約することを拒む
ことを望む場合であって，代替的な解決方法を有しない場合，及び，供給事業者に対する顧客の
立場においてのみ商法典L420・2条の保護を援用できる場合Jと定義されるJと述べて，代替的
解決方法の要件が維持されることを示した。また.2004年3月3日の破段院判決 18は，事業者(供
給事業者又は顧客事業者)の他の事業者(供給事業者又は顧客事業者)に対する従属性を「ある
事業者が，その供給事業者を，技術的及び経済的に同等の条件における調達の要求に応えるよう
な単独又は複数の他の供給事業者に代替する可能性を備えていない状態」と定義し，以後の裁
判例，審判例はこの定義に依拠しているといえる。
(2)破損院の判断枠組み
破段院判例から以下のような「代替的解決方法」の判断枠組みを抽出することが可能であ
13 ]. 0.， A.N.， doc.， 2000， nO 2319， par M. ]ean-Yves LE DEAUT， pp. 79-81. 
14 Cons. conc" 31 aout 2001， nO 01-D-49， BOCC， 30 octobre 2001. 
15 Cons. conc.， 15septembre 2004， nO 04-D-44， BOCC， 9 decembre 2004， points 116 et suiv.; Cons. Conc.， 23 juilet 
2004， nO 04-D-36， BOCC， 9 decembre 2004， point 9.; 30 juin 2004， nO 04-D-26， BOCC， 8 novembre 2004， points 
53εtsuiv"εtc. 
16 A. Decocq et G. Decocq. SUJうranote 2， nO 112， pp.l69-170 
17 Com. 7 janvier 2004 (pourvoi nO 02-11.014 FS-P)， SOFEMI c/ societe Comilog. 
18 Com" 3 mars 2004. Bull. 2004， N， nO 44. pourvoi nO 02-14.529. 
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第lに，代替的解決方法の概念は，厳密な意味で代替的な場合に限定して解釈すべきではない
とされる。例えば小売事業者が，ブランド製品の調達を直接の調達よりも却売事業者を通じて行
なうように拘束されている事実だけでは不十分であり その事業者が実際に有する選択肢次第で
あるとする叱また賃料を値上げされた事業者が，収支に適合する対価で事業活動を行なう別の
場所を見出すことの困難性を証明しない場合は，従属状態にあったとはいえない，と述べる 210
第2に，経済的従属性の概念は，従属状態にあるとされる事業者が戦略上，選択したか否かに
かかわらない客観的な概念であるとされる。例えば，事業者が追求を望まなかったとしても，多
様な解決方法を備える場合，従属状態にあるとはいえないとされる 22。また破段院は，供給事業
者の製品についての小売事業者の購入高の割合は 代替的な製品の不存在に由来するのではな
く，熟慮の上で潜在的な調達源の 1つを偏重する選択をしたと指摘し小売事業者は，供給事業
者に従属していないという決定を支持した 23。さらに破段院は，小売事業者の熟慮された選択に
より，取引を単独の取引先に集中させようとした結果として取引高が高い場合は，経済的従属状
態は否定される， と判示する M。
第3に，小売事業者の供給事業者に対する関係における経済的従属状態に関して，供給事業者
のブランドの著名性，関連市場及び小売事業者の取引高におけるシェアの重要性.そして小売事
業者が代替的な製品につき他の供給事業者を獲得することの不可能性を考慮して評価される 250
しかし破段院は，小売事業者が，唯一の供給事業者に対して調達の重要部分の取引を行ない，あ
るいは排他的調達の場合でさえ，経済的従属状態の性質決定には十分ではない，と判示する。
第4に，取引量の削減分を他の活動で補い取引高が安定したままならば，契約相手との聞の取
引高は，従属関係の証明に十分ではないとされる 26。また事業の再転換が障害なく実行可能だ、っ
たならば「代替的解決方法の不存在」は否定される九さらに供給事業者との取引の断絶後，事
業者の取引高が増大したことは，その事業者が経済的従属関係になかったことを示すとされ
るお。
19 Cour de Cassation. La notion de dePendance economique en droit de la concurrence. http://www.courdecas-
sation.fr/publications_26/rapport_annuel_36/rapporC2009_3408/etude_personnes_3411/commerciale_ 
couc3420/ economique_droit_3432/ economique_droiC15342.html (最終閲覧2014年9月23日)
20 Com. 16 decembre 2008. pourvoi n' 08-13.423. 
21 Com.. 6 fevrier 2∞7. pourvoi n' 05-21.948. 
22 Com. 6 juin. Bull. 2001. N. n' 112. pourvoi n' 99-20.831 
23 Com.. 3 mars 2004. N. n' 4. pourvoi n' 02-14.529. 
24 Com.. 10 decembre 1996. Bull. 1996. N. n' 310. pourvoi n' 94・16.192
25 Com.. 12 octobr巴1993.B. IV. n' 337: Paris. 4 juin 2002. 
26 Com. 20 fevrier 2007， pourvoi n' 04-14.446 
27 Com. 9 avril 2002. pourvoi n' 00-13.921. 
28 Com. 1 juilet 2006. pourvoi n' 05-18.075 
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第5に， il監用される従属関係の性質に応じて「顧客事業者の従属関係Jと， r供給事業者の従
属関係」類型が区別されている。そこで以下では破段院の分類に従いつつ，各類型の特徴を指摘
する。
2 顧客事業者の経済的従属関係一供給者主導型(販売力濫用型)
(1)供給者主導型の経済的従属関係の要件
供給者主導型の類型は，原料生産者が製造事業者に対して行う供給停止や値上げ，有力メー
カーによる供給停止の威嚇の下に行われる拘束取引 29 価格拘束矢流通系列化を対象とする。
破段院の 2004年3月3日判決は供給者主導型に関するものであり，以下のように判示する「小
売事業者の経済的従属状態とは，その供給事業者を，その小売事業者の技術的および経済的な条
件と比較しうるような調達の要求に応えうる，単独又は複数の他の供給事業者に代替する可能性
を備えていない状態であると定義される。小売事業者がその調達の非常に重要な部分，さらには
排他的な調達を唯一の供給事業者から行なっているという事情が推認されるだけでは…経済的従
属状態の性質決定に十分ではないJ310 
また競争当局は供給者主導型について，以下の4つの複合的な判断基準を示し 32 これらの基
準は同時に検討されなければならないと述べる 33。すなわち「①供給事業者のブランドの著名性，
②供給事業者の市場におけるシェアの重要性，③小売事業者の取引高における当該供給事業者の
占める割合，④小売事業者が同等の商品について代替的な供給事業者を獲得することの困難性」
である。
(2)供給者主導型の従属関係の分類
以下では供給者主導型の類型を フランス競争法の立法者が影響を受けたことを表明した， ド
イツ競争法上の相対的市場力規制の議論における分類を参照しつつ 34 (a)在庫品に関する従属
性， (b)品不足による従属性， (c)取引関係における従属性に分類することを試みる。
(a)在庫品に関する従属性とは，卸売事業者又は小売事業者が当該ブランドの一連の製品を
完備できなければ，市場におけるシェアを減らす羽目になるほど，ブランド製品がユーザーに
とって著名な場合に，人気製品の供給とその他一連の製品の供給を拘束する場合である。当該製
29 日本の独占禁止法では，排他条件付取引，拘束条件付取引，抱き合わせ販売等の不公正な取引方法の類型によ
り規制が行われる。
30 中小事業者の保護に関する 2005年8月2日の法律は， L420-2条第2段落第2文の末尾を「又は包括合意にお
いて成立しうる」と修正し，一括値引き又は一括販売を意味する包括合意 (accordsde gammes)に対する規
制を導入した。
31 supra note 18， Com.， 3 mars 2004. 
32 Decision nO 01-D-49; Decision nO 02-D-77; Decision nO 04-D-2; Decision nO 03-D-42; Decision nO 07-D-18. etc 
33 Decision nO 06-D-10; Decision nO 06-D-16， Decision nO 06・D-17;Decision nO 07-D-14. etc. 
34 A. Decocq et G. D巴cocq，supra note 2， nO 111， p乱168-169田中・前掲注 (8)71頁以下。ドイツの相対的市場
力規制の議論では，①在庫品に関する従属性，②品不足による従属性，③取引関係における従属性，④購買力
による従属性に分類されるとする。
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品の専門小売事業者又は当該分野の製品を扱う総合小売事業者は，従属関係に置かれる可能性が
ある。
(b)品不足から生じる従属性とは，製品又は原料の供給が不足する状況下で，顧客事業者が，
彼の企業グループに属さない事業者から製品・原料の供給を直接受けるときに生ずる従属性であ
るとされる。製造原料の供給者が，製造事業者や小売事業者に対して行う従属関係の濫用が問題
とされる。
(c)取引関係による従属性とは，取引依存度や，不可欠な施設を考慮する場合とされる。契
約期聞が長期化し取引のための投資額が上昇するにつれ，既存の取引関係の解消による取引活動
の転換は過度の費用負担となるから，既存の取引に拘束されることを選択せざるを得ないとされ
る。また施設の利用が事業活動に不可欠な顧客に対して，提供を拒むことは，従属関係の濫用を
構成しうる。
3 供給事業者の経済的従属関係一需要者主導型(購買力濫用型)
(1)需要者主導型の経済的従属関係の要件
需要者主導型の従属関係は，大規模小売事業者や大手発注者であるメーカーによる値ヲ|き要請
や発注拒否等を対象とする。破段院は，供給者主導型の従属性は，従属事業者が技術的及び経済
的に同等の条件で他の販路又は供給事業者を見出すことの不可能性により評価されるとの基準を
示す。
(2)需要者主導型の従属関係の分類
以下では供給者主導型の類型を， ドイツ競争法上の相対的市場力規制における分類を参照しつ
つ35 (a)購買力による従属性， (b)産業上の供給関係に基づく従属性， (c)取引関係における
従属関係に分類して整理する。また， (d)企業結合において規制される従属性についても言及
する。
(a)購買力による従属性とは，流通分野において，大規模小売事業者等により，供給事業者
に対して行使される従属関係である。購買力を有する発注者が，納入事業者に対して行う値引き
要請，支払拒否等の従属関係の濫用が典型例である。供給事業者は，取引高の大幅減少という威
嚇の下にあり，発注者である大規模小売事業者，購買センター，スーパーマーケット等の顧客を
失うことができないという従属状態にある。また，大規模小売事業者がフランチャイザーとして，
加盟庖に対して調達先の制限，不利な契約条件の強制等の濫用行為を行う例も多い 360
(b)産業上の供給関係に基づく従属性とは，製品及び役務の発注を行う大規模需要者が，製
品及び役務の供給を行う中小規模の事業者に対して行う従属関係の濫用である 37。競争委員会は，
35 向上。
36 日本でフランチャイザーによる優越的地位のi萱用が問題となった例としてセブンーイレブン・ジャパン事件
(公取委排除措置命令平成21年6月22日)等があり，公取委「フランチャイズ・システムに関する独占禁止
法上の考え方」が公表されている。
- 322-
RTE社の高圧高架線工事分野における行為に関して，代替的な解決方法を評価するための，以
下のような基準を述べた 38。すなわち「①顧客事業者の取引高における当該供給事業者の占める
割合。②顧客事業者が当該製品の市場における販売で占める重要性。③顧客事業者が取引をその
小売事業者に集中させた事情，…それが取引戦略上の選択か，生産者に不可欠な技術的な必要性
によるものか。④代替的な解決方法の存在又は不存在。製造事業者が当該顧客事業者のための製
品・役務の提供を専門とするか，経済的に受容可能な費用により，その製品を，他の事業者の製
品及び役務に利用し適合させられないかを考慮する必要がある」という基準を挙げ，これらの要
素を複合的に検討する，という立場を示している。
(c)取引関係による従属性とは，取引依存度，あるいは不可欠な販売経路を考慮する場合で
ある。取引依存度が高い場合 既存の取引関係の解消による取引活動の転換は，過度の費用負担
となるため，既存の取引関係に拘束されることを選択せざるを得ない。また，購入者・発注者の
提供する販売施設や販売経路が，供給者にとって不可欠な場合，取引停止は販売経路の遮断効果
を生じる。
(d)企業結合において規制される従属性とは，以下の商法典430-6条第1段落の規定により規
制される類型である。すなわち f430・5条E項後段の適用により，企業結合の実行が追加的審査
の対象となる場合，競争委員会は，とりわけ市場支配的地位の形成又は強化，又は供給事業者を
経済的従属状態に置くような購買力の形成又は強化により，企業結合が競争に対する侵害をもた
らすか否かを審査する。…Jと規定され，企業結合の審査において，購買力の形成又は強化の考
慮要素として， L420-2条第2段落と同じく「経済的従属状態」の基準が用いられている。同条
は相対的市場力規制が購買力の濫用を規制するのと同様の趣旨によるものである。 L430-6条が
「供給事業者を経済的従属関係に置くような購買力」と規定する以前の商法典L430-1条前段(価
格・競争令部条)39の下でも 競争当局は購買力を作出する危険ある企業結合を審査してい
たとされ40 経済的従属関係の濫用規制の導入以来，企業結合分野においても，相対的市場力規
制が行われていたといえる。
4 競争の機能又は構造に与える影響
価格・競争令8条1項第2段落では「市場における競争行為を妨げ，制限し又は歪曲すること」
が要件とされ，競争に対する現実又は潜在的な侵害が必要だった。一方， 2001年改正後の
37 田中・前掲注 (8)77頁。ドイツにおける議論では，自動車産業に対する部品メーカーの従属性が主要な例と
して挙げられている。
38 Decision nO 09-D-21 du 23 juin 2009， point 46. Rapport Annuel 2009， pp. 229-230. 
39 商法典L430-1条前段(価格・競争令38条)は「市場支配的地位の形成又は強化により競争に侵害を与える性
質を有する全ての企業結合の計画又は企業結合Jを規制していた。
40 Avis du Conseil de la concurrence du 1er juil!et 1997.， Rapport pour 1997， annexe 125 et BOCCRF du 7 octo-
bre 1997; lettre du minister， en date du 29 juil!et 1997， au conseil de la societe Carrefour， BOCCRF du 7 
octobre 1997. 
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L420-2条第2段落は「競争の機能又は構造に影響を与えることが疑われる」ことを要件とした。
濫用行為が市場の機能に影響を与えなくても 中小規模事業者には不測の損失が生じうるからで
ある。よって改正法では，競争の機能に対する侵害の要件が緩和されたと解されている 410
第2章供給者主導型(販売力濫用型)における相対的市場力規制
第1節供給者主導型(販売力濫用型)に関する審決，判例
1 在庫品に関する従属性
破致院判決は，大手家電製造事業者ソニー社の行為について.家電製造事業者によりフオート
なく絶たれた取引関係と同様の条件で，小売事業者が卸売事業者からそのメーカー製品の供給を
受けられないというだけでは 経済的従属関係は成立しないと判断した 42 [事例I]。
2 品不足による従属性
(1)レユニオン島のバニラ香料の小売事業者らの，生産者農業協同組合からのバニラの取引高
は高い水準で、あった。しかし小売事業者は，製品価格の下落による困難を抱えていたにせよ，
他の2つの生産者から供給を受けていたこと，また，彼らの取引高の重要部分は，バニラ以外の
製品によるもので、あったことから，小売事業者は農業協同組合に従属していないとされた 43 [事
例I。
(2) Saint-Etienne市の福祉施設の開発事業者は，福祉施設市場における岡市の行為は，市場
支配的地位の濫用，経済的従属関係の濫用及び協調行為にあたると申立てた。中立人によれば，
岡市は申立人に高額で、用地を賃貸し他方で福祉活動を行なう公営センターに補助金を支出し.
同センターは競争的な役務を提供できたとする。競争評議会は，申立人は他の用地を見出すこと
の困難性の要件を充足しないと述べて経済的従属性の主張を棄却し控訴院破段院もこの結論
を支持した 44 [事例ml。
3 取引関係による従属性
(1)モパイル電話機の製造事業者BouyguesTelecom社が，卸売事業者Stock-Com社に対し
て行なった利益率の差別的取扱い等につき，競争評議会は，当時Bouygues社の製品及び役務の
転売が.Stock-Com社の取引で 100%近くを占めていたとしても.この取引高において占める重
要性は，技術的及び経済的に比肩しうる条件で調達する要求に応えうる単独・複数の供給事業者
に代替することの困難性を導くものではないから経済的従属状態を満たさないと判断した 45 [事
'WIJNl。
41 ]. 0. A. N. doc. 2000. . pp. 79-81. L.Vogel， Droit de la concurrence EuroPeen et Francais. LawLex. 2011. n。
808. p. 1068 
42 Com.. 16 decembre 2008. nO 08-13423 
43 Conseil de la concurrence. 26 mai 1998. Rapport annuel1998. p. 70. 
44 Decision nO 05-D-05 du 18 fevrier 2005. 
45 Decision nO 06-D-1O du 12 mai 2006. Rapport annuel 2006. p. 284. 
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(2) 破段院はケーブルテレビ~t業者が「フランステレコム社との関係で経済的従属状態にあり，
同社が提供する当該設備は不可欠で¥同社に代替する事業者はない」とのパリ控訴院の判断を支
持した 46 [事例vl。
4 経済的従属関係の肯定例
品不足及び取引関係における従属性が濫用されたとみられる.2004年の血液製剤分野の事例
は，競争評議会及び破段院が経済的従属性を肯定した貴重な例であるため，以下，詳細に検討す
る。
第2節 血液製剤分野における，供給事業者による経済的従属関係の濫用事例
1 事案の概要
(1)当事者
反競争行為を行ったとされる LeGroupement d'interet public Champagne-Ardenne (シャン
ノfー ニユ・アルデンヌ公益団体，以下 rGIPCAJ)は.I'Agence francaise du sang (AFS.以下
「フランス血液公社J)の監督下に，非臨床用途活動と輸血活動を認可する 1995年7月7日の決
定により設立されたI'Etablissementsde transfusion sanguine (ETS.以下「血液機関J)であっ
た。
申立会社である LaSarl Reims Bio (ランス・ピオ有限会社，以下「申立会社J)は.Centre 
regional de transfusion sanguine de Reims (ランス地区輸血センター，以下. rCRTSJ)及び
Societe Institut J acques Boy (Institut J acques Boy社，以下 rUB社J)の元従業員 Xにより
1998年5月7日に設立され，工業用の試薬製造に用いる血液製剤の加工及ぴ販売を行う事業者
である。申立会社の競争者UB社は旧CRTSを100%承継した会社である。申立会社と UB杜は，
原料血液製剤の調達の90%をGIPCAから. 10%をストラスブール血液機聞から行っていた。 2
つの血液機関は，申立会杜及ぴI日JB社の顧客の注文に対応応、する特殊な性質の非臨床用途の原料血
i液液製剤の採取及び
(2討)関連市場
血液公社の監督下に 43箇所の血液機関が設立され48 血液機関には法人格が付与され，輸血
に関する「臨床用途」と，血液製剤分野に関する「非臨床用途」の2つの役割を果たしていた。
申立人が対象とする取引分野は.r非臨床用途」の血液製剤の採取及び販売分野である。この分
野はさらに①非臨床用途の原料血液製剤を採取し販売する活動が行われる上流市場と，②工業用
46 Com.. 18 avril 200. pourvoi nO 9-13.627. nO 98-15.335 
47 申立会社と IJB社の顧客は，対重要ウイルス保証を備えた非臨床用途の献血者について複雑な選別の実施を要
求していた。
48 輸血及び医薬の原料分野に関する 1993年1月4日の法律93-5号は，血液公社及び輸血機関の資格ある承認さ
れた組織である IETSJ(血液機関)について定める 1994年5月10日のデクレ94-365号によって明確化され
た。また，公衆衛生法典L668-1条を参照。
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の試薬製造に用いる加工済血液製剤を加工して販売する活動が行われる下流市場が区別される。
上流市場である非臨床用途の原料血液製剤市場では，フランス血液公社に認可された，地理的
な独占権を有する 12箇所の血液機関のみが原料血液製剤の採取・販売を行い，探取された原料
血液製剤は，製剤事業者又は加工を行う中間事業者に販売されていた。下流市場である加工済血
液製剤市場には，工業用試薬の製造に用いる原料血液製剤の加工処理，保存及び調整を専門とす
る2つの中間事業者(申立会社と IJB社)が存在した。 2社の顧客は複数の製剤事業者で、あった。
(3)反競争行為
申立会社は 1998年5月7日に非臨床用途の血液製品の供給協定を GrpCAとの間で締結した。
この協定は 1998年6月15日に GIPCAの理事会に提出され， 1998年6月30日にフランス血液
公社の承認を得るために提出された 490 フランス血液公社は協定の承認を保留したが，それにも
かかわらず， GIPCAは原料の供給を継続していた。さらに GIPCAは，申立会社との間で締結
する新しい協定を同年9月28日の理事会に提出し， 10月2日付けで調印した。フランス血液公
社は， 1998年10月23日付けの郵便で，予めの承認を得ずに 1998年の協定が実行中であること
をGIPCAに警告した。この警告を理由として， GIPCAの理事会は， 1998年10月2日付けの協
定は要件を満たさないとみなし，供給の中止を決定し，同年 1月10日に申立会社に対して，口
頭で供給停止を伝えた。
1998年12月4日，申立会社は， GIPCAの行為について競争評議会に保全処分を申立てた。
保全手続において，競争評議会は，フランス血液公社の承認の下に 1ヶ月以内に.申立会社に原
料血液製剤を供給するよう GIPCAに命じた印。しかし，この決定はパリ控訴院により棄却され
た510
保全処分の棄却を受けて， GrpCAは，もはや申立会社に供給し，新しい協定を締結する義務
はないと判断した。そこでGIPCAの理事会は，申立会社が起案した新しい協定案は，フランス
血液公社及び法規制に不一致であると多数の不備を指摘し(実際には根拠の薄い指摘であっ
た52)，理事会における協定の承認を拒否した。他方， 1999年， GrpCAはIJB社と新しい協定を
締結した。
申立会社は，他の血液機関から原料血液製剤を調達する解決方法が見出せなかったため， 1999 
年4月22日，支払停止宣言をし法的な清算手続をとった。
L'Etablissement irancais du sang (EFS，以下「フランス血液機関J)は法律上 53 全ての血
49 前掲注 (48)のデクレ付属のGIPCA協定書は，供給協定は理事会の承認と，予め監督機関の承認を得なけれ
ばならないと規定する。
50 Decision nO 99-MC-03 du 16 fevrier 1999. 
51 Paris.， 2 avril 1999パリ控訴院判決は，供給にはフランス血液公社の承認が必要であるという理由で，保全処
分を棄却した。
52 新協定案は，他の血液機関との問で既に承認済みの協定と酷似し指摘された点は根拠がないか.容易に訂正
可能だった。
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液機関の代理資格を有し競争評議会の審決の被審人となるため， GIPCAから被審人の資格を
承継した。
2 不服申立事項
(1)市場支配的地位の濫用
申立会社は以下のように主張して 申立てた。すなわち GIPCAは上流市場である対重要ウ
イルス保証及び生物学的標準…の非臨床用途の原料血液製剤市場において，新しい供給協定締結
を遅延させるため，同社が支払停止に至るまで引き延ばしを図り，市場支配的地位を濫用した。
この行為は，申立会社が上流市場で原料を調達することを妨げ，下流の加工済血液製品市場から
同社を排除する目的及び効果を有し，下流市場の供給経路を不安定にすることにより，下流市場
の競争活動を歪曲する効果を有し，価格・競争令8条 I項1号(商法典L420-2条第1段落)に
違反する。
(2)経済的従属関係の濫用
また，申立会社は以下のように主張して，申立てた。すなわち， GIPCAは，申立会社との聞
で構築された取引関係を，不公平で差別的な理由で突然かつ一方的に断絶することにより，上流
市場である原料血液製剤市場で¥申立会社に対する経済的従属関係を濫用した。この行為は，同
社が上流市場で原料を調達することを妨げ，下流市場である加工済血液製剤市場から排除する目
的及び効果を有する。同時に，下流市場の流通を不安定にすることにより岡市場の競争を歪曲す
る目的及び効果を有する。よって 価格・競争令8条I項2号(商法典L420-2条第2段落)に
違反する。
第3節審決友び判決
1 競争評議会の審決54
(1)市場確定
GIPCAとストラスブール血液機関により周辺2地域で採取され，申立会社と1]B社に供給さ
れた非臨床用途の血液製剤は， 2社の顧客の発注に完全に対応し，フランスの他の血液機関で採
取されたものと代替することは不可能だった。よって，競争評議会は「対重要ウイルス保証及び
生物学上の標準を備える献血者から採血された非臨床用途の原料血液製剤市場」が存在する，と
判示した。
(2)市場支配的地位の濫用
市場支配的地位に関して 競争評議会は ストラスブール血液機関がGIPCAと同じ献血者集
団から採血していたとしても，問機関はGIPCAと比べてわずかな量しか供給できなかったこと
を指摘し， GIPCAは「対重要ウイルス保証及び生物学的な標準を備える献血者から採血された
53 1998年7月1日の法律98-535号に基づく。
54 Decision nO 04-D-26 du 30 juin 2004. 
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非臨床用途の原血液製製剤の市場Jにおいて，ほほ独占的地位か少なくとも市場支配的地位に
あったと判示した。
競争評議会は，欧州司法裁判所における市場支配的地位の濫用の基準を引用し「原料市場で支
配的地位にある事業者が，客観的な理由なく，又は差別的に，下流市場に位置する事業者に対し
てその製品の販売をすることを拒み，競争活動を査曲する目的及び効果を有する場合は…市場支
配的地位の濫用を構成する 55Jと述べる。その上で競争評議会は rGIPCAは，重要なウイルス
保証と生物学的標準…の非臨床用途の原料血液製剤市場で市場支配的地位にあり…新しい非臨床
用途協定の締結を遅らせるために引き延ばしを図り，申立会社との取引上の関係を一方的かつ予
告なしに終結させることができたから.市場支配的地位の濫用を構成する。この行為は，市場に
おける競争活動を歪曲する目的及び効果を有し，商法典L420-2条により禁止される」と述べて，
市場支配的地位の濫用を認定した。
(3)経済的従属関係の濫用
競争評議会は，経済的従属関係に関する破段院2004年3月3日判決の基準を引用した上で， r代
替的解決方法(の不存在)Jを充足する事情を次のように詳細に認定している。 rGIPCAは，対
ウイルス保証…の非臨床用途の原料血液製剤の市場でほぼ独占か少なくとも市場支配的地位にあ
り，この製品の特徴は製剤会社の仕様書の要求に応えるものである。申立会社は90%をGIPCA
から調達…していた。他方，重要なウイルス保証…の原料血液製剤の採取を専門としない他のフ
ランスの血液機関から調達することは…困難だ、った…Jor新たな協定の締結が抱える実務的，法
規制的な制約に鑑みれば 申立会社は…供給停止以降 他の血液機関からの調達経路を再編成す
るまでの間，会社を存続させられなかったJor原料血液製剤の輸入に頼ることは一層困難だ、った
…担当大臣の許可が必要で，献血者選択及び製品の流通経路上のより多くのウイルスの危険，流
通経路での遅延及び障害が継続中の研究には致命的な点で.経済的なリスクがあった。申立会社
は，同社の技術的，経済的に同等の条件の原料の要求に応えうる， GIPCA社に代わる供給事業
者を備えていなしリ。申立会社は…熟慮した取引戦略に従い…従属状態に身を置いたという抗弁
に対しては， rしかし同社が1998年5月7日に設立されたことを考慮すれば…1998年 1月の供
給停止までの聞に供給源を…多様化しなかったことを非難できない。…同社の支配人Xは，
GIPCAと古くから堅固で継続的な関係を築いており 取引関係の突然で一方的な破棄を予測で
きなかった 56。…調達協定では一般に解除予告期聞が4から 6ヶ月と定められており，取引先変
更の困難性を証明する」。そして競争評議会は 以上の事情を総合的に考慮して.申立会社は
55 C]CE， 6 mars 1974， C-6 et 7/73. r原料市場において市場支配的地位を保持する者は，その特有の二次製品の
生産に対して原料を留保する目的で，顧客に対して供給することを拒み，彼自身が二次製品の生産者として，
その顧客のシェアについての全ての競争を除去する危険があり.その市場支配的地位を，機能条約86条(改
正後の82条)の意味における濫用的な態様で利用する者である」。
56 代表者Xは1975年以来CRTSに勤務し，同社はI]B社の子会社になり，後に申立会社に寅収されたという経
緯があった。
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GIPCAとの聞の経済的従属状態にあったと結論できる，と判断した。
経済的従属状態の「濫用J要件に関して，競争評議会は以下のように判示した。「客観的でな
く差別的な理由に基づき 小売事・業者との間で確立した取引関係を終結させる供給事業者の行為
は，経済的従属関係の濫用を構成する。 GIPCAは，申立会社が相当な期間内に他の供給者から
の…調達を再構築することが…困難にもかかわらず…永年来の…安定した取引関係を無視して，
突然かつ猶予なく…供給を中止した」。被審人は，同社は転売により利益を得るだけの者だった
と抗弁するが. ["申立会社は非臨床用途の原料血液製剤の加工に関し・・ノウハウを発展させ…フ
ランスのどの血液機関又は中間事業者も同社と競えなかった」。そして競争評議会は，以上を理
由に.GIPCAは，不当な理由により申立会社との取引関係を終結させ.IJB杜と比較して申立
会社を差別的に扱った，と評価した。
「競争の機能又は構造に与える影響」に関して，競争評議会は.GIPCAは対ウイルス保証の・・・
非臨床用途の原料血液製剤の市場で¥申立会社の経済的従属状態を濫用し，この行為は申立会社
を市場から消滅させ，加工済血液製剤についての下流市場を不安定にする目的及び効果を有して
いたから，商法典L420-2条に違反する， と判断した。
(4)結論
競争評議会は，フランス血液機関は 2003年度に税別で628.452.889ユーロの売上げであったこ
と.一般的.個別的事情に鑑みて. 76.224ユーロの課徴金を課することに理由がある， と結論付
けた。
2 パリ控訴院判決57
(1)市場確定
控訴院は. ["同ーの分類に属するが臨床学的又はウイルス学的に異なる性質及び特性を有する
複数の製品は，用法又は処方の観点において製品相互に代替しないのであるから，それぞれ固有
の市場を構成する」と規範定立する。その上で控訴院は，①申立会社の顧客は，仕様書で採血の
特殊な条件を要望し加工「処理Jを前提としていた，②他の血液機関と異なり.GIPCAとスト
ラスプール血液機関のある 2つの地方では，第lに献血者のウイルスリスクが非常に少なく 58
第2に相当数の非臨床用血液の献血対象者が存在していた 59 ③GIPCAとストラスプール血液
機関のみが，必要な期間内に，申立会社の需要と同等の血液製剤の採取を行っていた，という原
審認定の事情を再度指摘した。そして控訴院は.["上記考慮要素は，…有効に反論されていなしづ。
「申立会社の需要及びそれに対応した供給の性質を考慮すれば，競争評議会の市場確定は正当化
57 Paris. 1ere chambre section H. 25 janvier 205. EFS c/ Societ岳ReimsBio. BOCCRF 23 juin 205. D. 205. A] 
p. 711. obs. Chevrier同事件では消滅時効，管轄，当事者適格等の手続的な争点、も争われたが，控訴人の主張
は全て棄却された。
58 フランス衛生監視研究所の，匿名の無料検査に関する 1998年の報告書では.2つの地方のエイズの陽性診断
の割合は低かった。
59 献血者は一般的に，彼らの血液が非臨床用途に用いられることを拒む傾向にあることが指摘された。
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しうる」と判示した。
(2)経済的従属関係の濫用
控訴院は，上記のように原審の市場確定を承認しつつも.rこの関連市場の確定が誤りだった
としても，市場確定に根拠を与えた要素は，いずれにせよ申立会社がGIPCAとの関係で，本件
行為時に，経済的従属状態にあったことを性質決定するものである」と述べて，上述の競争評議
会の市場確定で考慮された各事情は.r代替的解決方法(の不存在)J要件を基礎付ける事情でも
あると指摘する。また被審人の反論に対して，控訴院は.r従属状態は…熟慮された戦略による
と反論される余地はない。申立会社は操業中の部門を獲得しており…(調達)多様化戦略が可能
だとしても…既に従属状態にあり…濫用行為に直面していた」と述べて，原審と同様に，経済的
従属状態の要件充足を肯定している。
さらに，経済的従属関係の「濫用J要件及び競争侵害要件についても，控訴院は以下のように
述べて肯定している。すなわち.GIPCAが，客観的な理由なく.IJB杜と比べて差別的な待遇
を強要したこと，申立会社を加工済血液製剤市場から排除し製品の供給取引経路全体を不安定
にする効果を生じたことを考慮した，競争評議会の評価は正当である。被審人フランス血液機関
は，この評価に異議を唱え，監督機関であるフランス血液公社は. (製品を加工せず転売するに
とどまる)無用な中間事業者である申立会社との聞の協定を承認しなかったのだから rGIPCA
の理事会の決定と申立会社に対する供給拒否との聞に因果関係はないと主張するJorしかし競
争評議会は，申立会社の主要な顧客3杜の一致する供述を根拠として…主張を排斥する。 3社の
供述は，申立会社の技術及び付加された加工価値を…証明した」。このような原審の評価は正当
である。
控訴院は「宣告された制裁金…は…非難される行為の重大色経済的な損害，及び被審人の状
況に鑑みて適切に評価したものである。よって，訴えは棄却されなければならない」と結論付・け
た。
(3)破殻院判決60
経済的従属関係の濫用は不存在との上告人の主張は，上告理由を構成しないと述べて棄却した。
第4節事案の分析
1 供給者主導型の事例
紹介事例のうち経済的従属関係の濫用が認められたのは，不可欠施設に関する事例Vのみであ
る。経済的従属関係の判断基準として「①供給事業者のブランドの著名性，②供給事業者の市場
におけるシェアの重要性，③小売事業者の取引高における当該供給事業者の占める割合，④小売
事業者が同等の商品について代替的な供給事業者を獲得することの困難性」が挙げられているに
ωCom.. 28 fevrier 2006. Bull. 2006. IV. W 49. p. 262. pourvoi n' 05-12.138. 
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もかかわらず，①から③を充足する事情があっても，④「代替的解決方法」要件に該当しないこ
とを理由に適用が否定されている例が多い。 2001年改正で条文上は削除されたにもかかわらず，
「代替的解決方法」要件の厳格な運用が維持されている。供給事業者との取引高が非常に高い場
合(事例N)でも，代替的な調達経路が潜在的に存在する可能性を理由に，経済的従属関係は不
成立と判断された。厳格解釈の背景には，本来は取引当事者間の自由な意思決定により供給事業
者を選択した以上，供給事業者が市場支配力を有しないのに，その行為が競争法上違法とされる
のは，市場支配的事業者と同視できる程度に「強制力ある当事者J61である場合に限られる，と
いう価値判断があるのではないか。「代替的解決方法」要件は，市場占拠率によらずに，供給事
業者が「強制力ある当事者」であり 相対的市場力ある事業者であることを示す要件として厳格
解釈されていると解されるのである。
2 血液製剤分野の事件
(1)経済的従属関係
同事件では.I代替的解決方法」の認定には多数の否定例と同じく 2004年3月3日の破段院判
決の基準が用いられたが，肯定の結論に至っている。「代替的解決方法」の不存在の要件を充足
する事実として. (i)行為当時，顧客の要求に対応する特殊な性質の原料を圏内でGIPCAと
ストラスブール血液機関以外から調達することは不可能だ、った. (ii)ストラスブール血液機関
の供給量はわず、かだ、った. (ii)特殊な性質の原料を新たに別の血液機聞から調達するには実務
的，法規制的に長期間を要した. (iv)輸入による調達は，輸送中の汚染，遅延の経済的リスク
が高かった. (v) 申立会社は操業中の部門を獲得して設立されたので従属状態は熟慮された選
択によらないこと等が指摘された。これらを理由に「申立会社は，同社の技術的，経済的に同等
の条件の原料の要求に応えるような.GIPCA社に代わる供給事業者を備えて」おらず，経済的
従属状態にあると判断された。
原審及び控訴審においては 否定例と同様に多角的に「代替的解決方法」を検討した結果その
不存在が認定されており，判断枠組みは否定例と同様と考えられる。肯定の結論となった要因は，
取引対象である本件原料血液製剤の特殊性(対ウイルス保証等).原料血液の特性(生体由来の
生鮮品であり，採取・保存に技術的，法的に厳しい障壁がある)，取引分野の特性(取引主体・
取引内容が保健衛生法上，厳格に規制されていた)に集約されよう。同事件は，上流の原料市場
で有力な事業者による排除行為 62の結果，下流市場の加工事業者が排除された事例に対して，
相対的市場力規制を適用しうる余地を認めた点で意義は大きい。しかしその反面，参入障壁のあ
る極めて特殊な取引分野，供給量に制限のある特殊な取引対象製品でなければ，経済的従属関係
= I代替的解決方法」の要件が肯定されないとすれば規制対象となる行為は著しく制限される
61 Frison-Roche. Payet. supra note 3. n' 120. pp. 120-121. n' 13. pp. 129-130.拙稿・前掲注 (4)218頁。
62 日本の独占禁止法では，有力な事業者による排除行為は. (排除型)私的独占，不当な取引拒絶等により規制
されうる。
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のであり， I代替的解決方法」の要件の行き過ぎた厳格解釈の問題点を提起しているようにも思
われる。
なお，原審では，需要及び供給代替性の事情として上記(i )から(iv)の事情が考臆された
結果，原料血液製剤一般ではなく，特殊な性質の原料血液製剤市場という狭い上流市場が画定さ
れ，その市場における市場支配力の濫用が認定された。しかし控訴院は「関連市場の確定が誤り
だ、ったとしても，いずれにしても…市場確定に根拠を与えた要素は…経済的従属状態にあったこ
とを性質決定するものである」と述べた上で，市場支配的地位の濫用の認定を行わず，経済的従
属関係の濫用を認定している。この判示の趣旨は明確とはいえないが，以下のように解する余地
がある。すなわち，本来，市場画定では商品の客観的な性質に基づき，広く需要・供給代替可能
性が評価されるべきであるのに，原審が，取引当事者間で約定された特殊な性質の製品ごとに極
めて狭い市場を画定し，その狭い市場における市場支配力が成立すると評価した点に対して，控
訴審は何らかの懸念を示しているのではないだろうか。控訴審の上記判示は，狭い市場における
市場支配力規制と，相対的市場力規制の適用対象の峻別について，論究すべき課題を提起する可
能性があるだろう。
(2)経済的従属関係の「濫用j
これまで否定例が多数であったため，経済的従属関係の「濫用」要件が認定される機会は少な
かったのであるが，同事件においては，欧州司法裁判所の，市場支配的地位の濫用に関する「客
観的でなく差別的な理由に基づき…確立した取引関係を終結させる供給事業者による行為は，経
済的従属関係の濫用を構成する」との基準が示され，この基準が経済的従属関係の「濫用」にも
適用されることが明確に示された点で重要である。
(3)競争の機能又は構造に与える影響
上流の原料血液製剤市場での濫用行為により，下流の加工済血液製剤市場からの排除効，加工
済血液製剤市場における供給経路全体を不安定にする目的及び効果が生じたことが認定された。
商法典L420-2条第2段落の「競争の機能又は構造に影響を与えることが疑われるとき」という
要件は，従属事業者に対する排除効，供給経路を封鎖する効果を含むことが示されたといえる。
第3章 需要者主導型(購買力濫用型)の相対的市場力規制
第 1節 需要者主導型(購買力濫用型)に関する審決，判例
1 購買力による従属関係
(1)シードル製造及びシードル用リンゴ販売市場で， リンゴ生産事業者が，農業協同組合との
関係で経済的従属状態にあるとの主張に対し競争評議会は，破段院の判断基準を引用して，シー
ドル製造・販売市場では企業集中により販路の提供者の数が制約されていたとはいえ他の販路が
可能であったことを指摘し請求を棄却した。パリ控訴院でも本案，保全処分が棄却されたω[事
例I]。
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(2)広告枠購買センター(以下 rCaratJ) との関係における広告メディア事業者の従属関係に
ついて，競争評議会は. r①本件メディア事業者と Caratとの取引高，②…広告メディア媒体取
引における Caratの著名性 ③本件メディアが取引を Caratに集中させた事情，④本件メディア
に代替的な解決方法があり多様である可能性を考慮しなければならないJ.④の判断においては
「本件メディアの財源が乏しいこと…市場で占める割合…取引関係の継続期間及び活動の重要性
が考慮されるJと述べて，テレビ広告枠，他のメディアの広告枠の検討の結果，経済的従属状態
を肯定した 64 [事例目。
(3)カルフール社の近郊型庖舗のフランチャイズ契約が調達先の制限やロイヤルテイの点で拘
束的であると主張された事例で，競争委員会は.r販売網の統一性やノウハウの保護のために，
フランチャイジーの商業戦略に一定の制約を行うこと」は正当化されること，流通系列下にある
各フランチャイジーの取引条件が同等でないことを理由に，経済的従属状態を否定した 65 [事例
m]。閉じくフランチャザーによる契約条項の不利益的な変更が問題となった事件については，
第2節で詳述する。
2 産業上の供給関係
(1)第 l章第2節3で述べたように，競争委員会は.RTE社の高圧高架線工事分野の行為に
関して，需要者主導型の経済的従属状態の基準を述べたが，結論として従属状態を否定した 66[事
例N]。
(2)港湾荷役場事業者がコンテナー修理事業者を修理発注先とし. Havre自治港が修理事業者
に賃貸した用地を管理下に置いた事案で，控訴院は，修理事業者が他の用地も他の発注先も見出
せず，荷役場事業者の発注取引高によれば代替的な他の発注者を見出すことは不可能だ、ったと判
断し，荷受場事業者に対する経済的従属状態を肯定した。しかし破段院は，控訴院は「修理事業
者が，荷役場事業者の行為により，地域のコンナー修理市場で他の販路を見出すことが不可能
だ、ったか，代替的な解決方法の確保を怠ったかを具体的に」証明していないと非難し，破棄し
た67 [事例v]。
(3)競争評議会は.Oise県内の生コンクリート輸送分野に関し岡県内の生コンクリート輸
送業者TLB社は，多数の発注者と仕事をしており，複数の発注者が県外に存在したと指摘し
TLB社は特殊な発注を行なった県内の事業者に対する経済的従属状態になかったと結論した俗
[事例VI]。
63 Decision nO 07-D-18 du 16 mai 2007. Rapport Annuel 2007. p. 236; Paris. 15 octobre 2008. Rapport Annuel 
2008. p.364 
64 Conseil de la concurrence. 16 juin 1996. A. Decocq et G. Decocq. supra note 2， nO 116， pp. 172-173. 
65 Decision nO 1O-D-08 du 3 mars 2010. Rapport Annuel20l0. p. 254. 
66 supra note 38. point 46. 
67 Com.， 10 decembre 1996. Bull. 1996. IV. nO 309 p. 262. pourvoi nO 95-20931. 
68 Decision nO 06-D-17 du 22 juin 2006， Rapport annue12006. p. 284句
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3 取引関係による従属性
観光出版事業者である Gisserot杜は，販売事業者 CMN杜が観光地の書庖売場への Gisserot
社の観光出版物の配置を拒否した行為に対して，経済的従属関係(及び市場支配的地位)の濫用
を主張した。競争評議会は，出版社の取引高全体における観光出版物の割合はわずかで，その販
売が事業遂行に不可欠なことは証明されなかったとして，経済的従属状態を否定した。パリ控訴
院は，書籍販売庖は不可欠施設ではないことを確認しつつ本案及び保全処分を棄却したω[事例羽]。
第2節 フランチャイザーによる経済的従属関係の濫用事例
1 事実の概要
行為者であるカ Jレフール・グループは 1959年に設立されたカルブール・スーパーマーケット
杜を沿革とし，持株会社カルフール株式会社は取締役会及び、監査役会設置会社である。 34ヶ国に
15661庖舗の直営庖及びフランチャイズ庖があり(フランス圏内に5440庖舗).ヨーロッパ第l位.
世界第2位の食品流通事業者である。カルブール・グループ(以下「カルフール社J)は.多様
な脂綿様式のチェーンを展開する 700 スーパーマーケットは iChampionJ名で展開されていた
が「カルブール・マーケットjへ転換が進んで、いた。フランチャイズ契約，調達契約，ロイヤjレ
ティ協定等の契約は，フランチャイジーとカルフール杜の 100%子会社 (CSF杜等)との問で締
結されていた。
申立人である MarcadetDistribution 75杜(以下 ID社J) とMarcadetExploitation 75杜(以
下 IE社J)は. Marcadet通りのスーパーマーケットの営業権を iChampionJチェーンとして
経営することを目的とする株式会社である(以下「申立会社らJ)oD杜は. Championチェーン
の庖舗の営業権の所有者であり，庖舗はカルフール杜の子会社Soval杜との聞の営業財産賃貸借
形式で運営されている。申立会社らはカルフール社との間で資本上の緊密な関係あり 71 定款上，
カjレフー Jレ社は.D社の経営する庖舗営業権の変更に関する全ての決議を阻止する少数株主権を
有していた。
申立会社らによる申立事項は，以下の通りである。
第 1に，流通系列からの逸脱の妨害について，以下のように主張する。すなわち，カルフー
ル社は，フランチャイズ契約，賃貸借契約，顧客固定化契約及び定款に存在する相互拘束的な関
係から，申立会社らが逸脱することを妨げ，申立会社らの商業基盤を搾取する態様で，封鎖する
69 Decision nO 08-D-08 du 29 avril 2008. Rapport annuel 2008. p. 254 ; Paris. 2 fevrier 2010. Rapport annuel 2010. 
p.445 
70 保全審決当時，①ハイパーマーケット rCarrefour J 231庖.②スー パー マー ケット rChampionJ.rCarrefour 
marketJ計987庖，③デイスカウントストアfEdet des magasinsJ 928庖，④近郊型庖昔前 IMarchePlusJ. 
rShopiJ. 18 a HuitJ. IProxiJ. ICarrefour ContactJ. rCarrefour CityJ計3165庖，⑤cashand carry型底舗
IPromocashJ 129庖が存在した。
71 D社資本の66%を創業者Mio家.34%をカルフー ル社の子会社Profidis社が保有していた。
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効果を有する可能性がある。カルフール契約の「競争禁止条項，加盟禁止条項jは.申立会社ら
を時間的，場所的に拘束している。カルフール杜は.D杜の資本に34%参加することにより，
同社の営業権に関する一切の変更に反対する力を保持し流通系列からの逸脱を妨げている。
第2に，調達先の制限について，カルブール杜の子会社と D杜との聞で締結された Champion
契約条項に備えられた優先的な調達条項は.D杜が自ら選択した供給事業者から調達する可能性
に対して絶対的な障害となり，調達に関する上流市場での競争を制限するものである。
第3に，新しい取引条件の賦課に関して.カルフール社は，経済的従属状態を濫用してフラ
ンチャイズ契約書の実質的部分及びロイヤルティについて，一方的かつ突然に修正を行なった。
第4に，不当な利益の徴収に関して，カルフール社が2008年6月に Championチェーンの推
進を中止して以来. Championフランチャイズ契約(以下， rChampion契約J) に基づき， E社
が支払った「庖舗名負担金J及び「周知負担金」とカルブール杜のロイヤルティ契約に基づく「顧
客固定化J負担金は，実際の取引上の役務に対応しないカルブール杜の有利性であり，不当で、あ
る。
2 保全手続における審決72
(1)経済的従属関係の遺用
保全処分審決は，経済的従属関係の要件に関して「供給事業者のブランドの著名性，供給事業
者が市場において占める割合，小売事業者の取引において供給事業者の占める割合の重要性，そ
して，小売事業者が代替的な製品を供給する他の事業者を確保することの困難性を考慮すべきで
あるJ.r経済的従属状態を判断するため，本案の事前評価手続で，申立会社らがカルブール社と
の取引関係で，代替的な解決方法を備えているかの調査が…行われなければならない」と述べる。
次に，経済的従属関係の「濫用」要件に関して.rカjレフール社との取引関係…における相互
拘束関係…優先的な調達条項，契約の実行期間中有効な不競争条項，カルブール社の申立会社ら
への資本参加が，…流通系列からの逸脱を妨げ…自ら選択する調達先から調達することを妨げる
ような，経済的従属状態の濫用を構成するかにつき，本案の事前審査手続で集中審理されなけれ
ばならない」と述べる。その上で. rChampion契約に代わり提案されたカルブール・マーケッ
トのフランチャイズ契約(以下 「カルフール契約J)が，代替的な解決方法を備えるかを調査す
べきである。小売事業者が庖舗の再構築により経営戦略を実現することは，変更が同等で差別的
でない条件によるなら…経済的従属関係の濫用を構成しないが…カルフーjレ契約の特定の条項
は， Champion契約の条項より厳格であるJ。契約期間，不競争条項，優先権等について，より
厳格な「事後的な規制に加入させることは，条件の同等性に疑義がある」と述べて，より厳格な
契約条項への変更が立証されるならば，経済的従属関係の濫用を構成するという可能性がある，
と指摘した。
72 Decision n' 1l-D-04 du 23 fevrier 2011， Rapport annuel 2011， pp. 183-184. 
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(2)競争の機能又は構造に与える影響
保全処分審決は，次のように指摘する。「優先的な調達条項，…契約実行期間中有効な不競争
条項，…資本参加が，加盟庖外への移行(競争促進的であり得る)を禁止したかを，事前調査手
続で集中審理しなければならないj。この経営条件により申立会社らが 庖舗の存在する地理的
市場から排除されるか， Iより制限的な条項が，同地区における競争の構造と機能を変更する性
質を有するかを考察しなければならない」。
(3)保全処分の要件
上述のように経済的従属関係の濫用の可能性を指摘しつつも，保全処分審決は， I結局，保全
処分を正当化するための重大かっ緊急の侵害の要件，すなわち経済一般，関連取引分野，消費者・
の利益又は申立会社らに対する侵害の要件を満たすに十分とはいえない。商法典L464-1条…の
要件を満たさないため…保全処分を宣言する根拠は存在しない」と述べて，保全処分を棄却する
結論に至った。
3 *案における審決 73
(1)経済的従属関係の濫用の可能性
本案審決における evaluationpreliminaire (事前審査手続)では， IChampion契約をカルフー
ル契約に替えるというカルフール杜の指示は，カルフール契約の特定の条項がChampion契約の
条項よりも厳格である限り，経済的従属関係の濫用を構成する可能性がある」との判断が示され
た。
(2)確約手続
このような競争侵害の懸念に対応して，カルフール社は，商法典464-2条第I項に基づき，新
しいフランチャイズ契約の締結を 競争委員会に対して確約した 74。この確約は，カルフール契
約の条項を， Champion契約の条項と同等の内容にするものであり，カルフール杜は，契約期間
の修正，再加盟の禁止条項の削除，優先権の修正，加盟料支払いに関する条項の削除を提案した。
本案審決は.この提案が食品流通分野における加盟契約及び商業不動産の取得条項に関する
2010年12月7日の競争委員会の意見75に適合するか否かを，以下のように条項ごとに慎重に判
断した。
(a)契約期間条項の修正
Champion契約では当初7年間の契約を 3年毎に黙示更新しうるとされたが，カルフール杜は
代替的な解決方法として当初3年間の契約を3年毎に黙示更新しうる条項を提案した。審決は，
73 Decision nO ll-D-20 du 16 decembre 2011. 
74 競争委員会は「事業者又は組織により提案され，反競争行為を終結させる内容の確約を受諾することができるJ
と規定される。
75 Avis nO 10-A-26 en date du 7 decembre 2010 relatif aux contrats d'afiliation de magasins independants et 
les modalites d'acquisition de foncier commercial dans le secteur de la distribution alimentaire. 
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この提案により，チェーンの不測の変更及びカJレフール契約の締結は，従前より長い契約期間を
強要しないものとなり，提案された契約期間は上記競争委員会の意見の基準に適合する， と判断
した。
(b)再加入禁止及び不競争条項の削除
Champion契約もカルフール契約も，フランチャイジーに契約期間中，不競争義務を課してい
たが，他方. Champion契約とは異なり，カjレフール契約は期限前の契約解除の場合に，解除後
も再加盟禁止義務及び不競争義務を課していた。そこでカルフール杜は，この再加盟禁止条項の
削除を確約した。審決は 「この確約は競争委員会の意見に適合する。同意見は…加盟者の事業
活動の自由に対する侵害を考慮して『実質的で，特徴的で秘密のノウハウの保護に必要な限り，
再加盟禁止条項及び不競争条項を，契約終了後 1年間，契約の目的である lつの庖舗のみに限定
される』とするが，確約により…契約終了後の不競争義務および再加盟禁止義務は認められなく
なる。」と評価した。
(c)優先権の修正
Champion契約は契約期間中フランチャイザーの優先権を認めていないが，カルフ-)レ契約は
契約全期間及び契約期間満了後も 2年間，優先権を認めていた。そこでカルフール社は「優先権
はもっぱら契約期間中，当初期間，更新期間，延長期間，黙示更新期間中存続する」と変更する
ことを確約した。審決は.Iこの確約は競争に対する懸念に対応する。カルフール社が…庖舗の
カルブール・マーケットへの移行及び より厳しい契約条件を強制する新しい…契約の締結によ
り，利益を得ることを避けられるJと述べた。そして審決は.I確約は競争委員会の意見に適合
する。同意見は『流通系列の上位者の利益を図るための…優先権又は類似条項を設けないように
すべきであり，実行中の契約に付随する強制執行を禁止すべき』と述べる。経営事業者が，他の
より競争力ある流通事業者との新しい提携を結ぶために保持する事業活動の自由により，流通事
業者聞の競争の回復が容易になる」と判断した。
(d)後払い加盟料の削除
Champion契約は加盟料支払義務を課していないが，カルブール契約3.5.1条は，契約終了時
に期限の到来する加盟料を予定し，加盟料全額の支払いを保証するため，フランチャイジーの営
業権を同額分につき担保に入れる義務を課していた。そこでカルブール社は. 3.5.1条を削除す
ることを確約した。審決は. Iこの確約は競争に対する懸念に対応する。・後払いの加盟料の支
払義務を課することを許容しないからであるJ.と述べた。また，審決は. I活動の初年度の決算
に対して賦課される加盟料の加盟庖の財政への負担を緩和する趣旨でも 後払い条項は，加盟庖
の系列からの離脱を抑制し加盟庖の取引上の自由を制約する危険があるjと述べる競争委員会
の意見にも適合する，と述べた。
(e)庄舗の改装費用の負担
カルブール社は，カルフール・マーケットへの改装費の75%. 225.000ユーロまで負担するこ
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とを確約した。審決は「申立会社らの負担額が…限定されることを考慮すれば…申立会社らの競
争圧力を制約する性質はなく…競争力の行使を不利にするものでもない」と述べてこの確約を評
価した。
(f)顧客固定化費用及びフランチャイズ料金の負担
事前評価では iChampionの経営時と同等又は高額な…費用の負担は.Championチェーンの
著名性が弱まることに伴い…申立会社らによる競争圧力を減退させる可能性がある」と述べて競
争侵害の懸念を表明していた。本案審決は「確約は従前の Champion約款に代替する公平かつ差
別的でない解決方法を備えうる。申立会社らがカルフール・マーケットを従前と同一条件で経営
できる以上，フランチャイズ及び顧客固定化費用の…継続が濫用を構成する可能性はない」と判
断した。
(3)結論
本案審決は.iカルフール杜によって 2011年7月29日に提案され，手続の最後に再確認され
た確約を受諾し，義務的に課することに理由がある。この確約は事前評価で提起された競争に対
する懸念に対応し，相当で信用でき立証可能なものであるJ.i競争委員会は，カルフール杜によ
る確約を受諾し義務的に課する。この確約は本審決を補完するものである。本件手続は終結する」
と宣言した。
第3節事案の分析
1 需要者主導型の事例
紹介事例のうち経済的従属関係の濫用が認められたのは.事例Eのみである。否定例の多くは，
供給者主導型と同様に. i代替的解決方法(の不存在)J要件を満たさないことを理由に適用を否
定した。 2001年改正法で 上記要件が削除されたにもかかわらず，競争当局及び裁判所は「代
替的解決方法」の厳格な運用を継続しており，取引高が高い場合(事例 1，m， V).専属的な
取引の場合ですら(事例V).潜在的な可能性として，代替的な販売経路が存在することを理由に，
経済的従属状態が不成立と判断されている。購買力主導型の類型においても供給者主導型と同じ
く「代替的解決方法」要件の厳格解釈の態度が示されているといえる。他方，フランチャイズ分
野の2010年の事例Eでは.i代替的解決方法」の規範を引用しつつも，フランチャイズ取引の性
質や，契約条項がフランチャイジーを包括的に従属状態に置くかの点に言及した。第2節で検討
したカルフーjレ社の2011年の事案の判断手法に繋がる先駆的な例であると解する余地がある。
2 カルフール社の事件
同事件では，大規模小売事業者のフランチャイジーに対する拘束行為に相対的市場力規制が適
用された。カルフール杜は食品流通事業者として市場支配的地位にあったが，競争に対する侵害
が生じたとされる地理的市場(庖舗の販売圏)においては必ずしも市場支配的とはいえないため，
相対的市場力規制の援用を要したと解される。 2010年の事例Eではフランチャイズ契約条項に
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基づく従属関係が否定されたのに対して2011年の本案審決では，カルブール杜の確約後の条項
が「代替的な解決方法」を備えるものか否かが，確約前後の条項の比較により慎重に評価された。
フランチャイズ分野の競争委員会の意見が基準として用いられ，新しい契約条項が基準に満たな
い限り「代替的な解決方法」の不存在が認定され 経済的従属関係の濫用が認められるとの判断
枠組みが採用された点で意義がある。このような解釈論が定着することにより，同分野における
購買力規制が進展することも予想される 760
第4章結章
本稿では，相対的市場力規制が問題となった事例の分析を通じて，同規制が当初意図された需
要者主導の購買力規制のみならず，供給者主導の垂直型の流通系列化，不可欠な原料や施設の供
給者による排除行為も対象としたことを概観した。相対的市場力規制は 地理的に特定された市
場における市場支配力を要件とせずに，流通系列化や縦型の競争制限的行為に適用可能な類型と
して，幅広い活用が模索された。市場占拠率が十分で、ない場合や，市場支配力を有する市場とは
異なる市場において競争制限的効果が生じた場合の規制手段として 有効と考えられたからであ
ろう。
相対的市場力規制が問題となった事例を概観すると，経済的従属関係の判断基準として「代替
的解決方法」の要件がきわめて厳格に解釈されているようである。破段院競争当局により従属
関係の考慮要素として，①従属事業者の行為者に対する取引依存度，②行為者が市場において占
める地位の重要性，告従属事業者が取引を行為者に集中させた事情，等の複合的な基準が挙げら
れており，これらの基準は同時相関的に検討されるべきことが指摘されているにもかかわらず，
①から③を満たしても， I代替的解決方法」要件を満たさないが故に適用が否定された例が多い
ようである。
「代替的解決方法」要件の厳格解釈の背景には 同要件は，市場支配力に至らない事業者が相
対的市場力ある「強制力ある当事者Jに該当する場合を，その事業者の市場占拠率や市場におけ
る地位に依拠せずに判別する基準として機能しうるため，判例，審決例において厳密な解釈論が
積み重ねられたと分析しうる。その結果，厳密にいえば代替的でない選択肢や，潜在的な取引先
変更の可能性であっても，代替的な解決方法が存在すると判断され，経済的従属関係が否定され
てきた。供給者主導の流通系列化や排除行為では，血液製剤のような特殊な分野の例を除いては，
規制の試みは成功したとはいえないようである。また購買力規制についても，行為者の市場占拠
率が高い場合や，従前の取引依存度が非常に高い場合であっても，適用が否定され，意図された
76 A.Wachsmann， <<Engag巴ments-dependanceeconomique一distributionalimentaire-contrat de franchise>>， 
Concurrence. 2012， 1， Chronique， pp. 113-116は，本案審決は契約条項の修正による問題解消という，いわば
「古典的」な解決手法によったものであるが，カルブール社にフランチャイザーから利益を得ることなく譲歩
をさせた同審決の調整的な性質を免ずるものではない，と結論づけている。
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ような成果は上がっていないようである。
この点を克服する方向性の lつとして，破致院の判断枠組みの運用を精綴化することが考えら
れる。経済的従属関係の判断基準として定立された取引依存度，行為者の地位等の考慮要素と代
替的解決方法要件との複合的な判断枠組みを再検討し，特定の考慮要素が決定的であれば(例え
ば取引依存度が極めて高ければ).代替的解決方法を見出す可能性は実際に低くなるのであろう
から，同要件の充足の程度を緩和するなど，相関的な解釈の基準が模索されうるのではないだろ
うか。また「代替的解決方法j要件の認定にあたっては 2011年のカルフール社の本案審決77
のように，問題解消措置の前後の規定を競争委員会の基準に従って検討し. I代替的解決方法」
を満たすかをより具体的事情に基づいて判断する枠組みが採用されれば，同分野における規制は
進展する可能性があろう。
もう 1つの可能性としては，相対的市場力規制を補完する機能を営むL442-6条I項2号の規
制の活用である。同条は当初，競争侵害要件のない「購買力，販売力，従属関係の濫用」の規制
であったが.2008年改正により取引条件の「著しい不均衡」の規制へ大幅に転換された 78。改
正後の規定が，競争侵害要件及び「代替的解決方法」の要件から解き放たれて相対的市場力規制
を行う有効な手段となりうるかは，同規定の性質論，適用実績の分析により，今後解明すべき課
題といえる。
77 supra note 73. 
78 拙稿・前掲注 (4)225頁以下。 2008年改正以後の商法典L442-6条I項2号は「商業取引の一方当事者に対し
て，法及び当事者間の義務において著しい不均衡を生じさせるような義務に従わせ，又は従わせようとするこ
と」を民事責任の対象として規制している。
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